
私立学校運営費補助金交付要綱
（趣旨）

第１ 県は，私立学校の教育条件の維持及び向上並びに私立学校に在学する児童，生徒及び幼児（以下

「児童等」という。）に係る修学上の経済的負担の軽減を図るとともに私立学校の経営の健全性を高

め，もって私立学校の健全な発達に資するため，私立学校における教育に係る経常的経費について，

当該私立学校を設置する者に対し，予算の範囲内において私立学校運営費補助金（以下「運営費補助

金」という。）を交付するものとし，その交付に関しては，補助金等交付規則（昭和51年宮城県規則

第36号。以下「規則」という。）に定めるほか，この要綱の定めるところによる。

（定義）

第２ この要綱において「私立学校」とは，学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する

私立の小学校，中学校，高等学校（広域通信制課程を除く。），中等教育学校，幼稚園（学校法人

立幼稚園に限る。）及び就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関する法律

（平成１８年法律第７７号）第２条第７項に規定する幼保連携型認定こども園（学校法人が設置する

幼保連携型認定こども園に限る。）（以下「幼稚園等」という。）で当該年度の４月１日において現

に存するものをいう。

２ この要綱において「一般運営費補助」とは，私立学校における教育に係る一般的経費に対する補助

をいい，「特別補助」とは，私立高等学校（全日制課程）設置者が財務状況の改善に向けての取組み

を行っている場合及び私立幼稚園等が幼稚園教諭の一種免許状の保有の促進を図っている場合に行う

補助をいう。

（補助事業者の責務）

第３ 運営費補助金の交付を受けた者は，この要綱の趣旨を十分に認識し，教育条件の維持向上に努め

るとともに，学校経営に当たっては常に長期的な配慮を行い，合理的な運営によって保護者負担の軽

減に努めなければならない。

（補助対象経費）

第４ 運営費補助金の補助対象経費は，次のとおりとする。ただし，国，県及び地方公共団体から受け

る他の補助金（私立学校特別支援教育教育費補助金，私立幼稚園特別支援教育教育費補助金，教育改

革推進特別経費補助金，私立学校建物其他災害復旧費補助金，私立学校施設設備災害復旧支援事業補

助金，私立学校授業料等軽減特別事業補助金及び被災私立高等学校等教育環境整備支援特別事業補助

金を除く。）の対象となるものは除く。

（１）人件費（役員報酬及び退職金を除く。）

（２）教育研究経費，管理経費

（３）設備費（教育研究用機器備品及び図書に限る。）

（運営費補助金の額）

第５ 運営費補助金の額は，別表に定める算定基準により算出した額以内とする。ただし，補助対象経

費の総額の２分の１を超えないものとする。

２ 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第２７条第１項の特定教育・保育施設の確認を



受けた私立幼稚園等に対する運営費補助金の額は，別表に定める算定基準の特別補助のみにより算

出した額以内とする。

（運営費補助金の減額等）

第６ 知事は，私立学校を設置する者が次の各号のいずれかに該当するときは，第５の規定により算出

した補助金額の全部又は一部を減額することがある。

（１）役員，教職員及び生徒間等において,訴訟その他の紛争があり,適正な学校運営が期しがたいと

き。

（２）銀行取引停止処分を受けるなど，財政事情が極度にひっ迫しているとき。

（３）法令の規定若しくは法令の規定に基づく所轄庁の処分又は寄附行為に違反したとき。

（４）国，県及び他の地方公共団体又は日本私立学校振興・共済事業団からの補助金又は貸付金に係

る条件等に違反し，その返還を請求されたとき。

（５）公租公課，日本私立学校振興・共済事業団若しくは県のあっせんに係る金融機関の借入金返済

又は公益社団法人宮城県私学退職金社団，一般社団法人宮城県私立幼稚園連合会退職手当給付資

金事業若しくは日本私立学校振興・共済事業団の納付金を相当期間滞納しているとき。

（６）運営費補助金に係る報告又は届出について，その期限を著しく遅延したとき。

（７）運営費補助金の申請書等に不実の記載をしたとき。

（８）前各号に掲げるもののほか，運営費補助金の交付目的若しくは交付決定内容又はこれに付した

条件に違反したとき。

（交付の申請）

第７ 規則第３条第１項の規定による補助金交付申請書（以下「申請書」という。）の様式は，別記様

式第１号によるものとし，その提出部数は１部，その提出期限は知事が別に定める日とする。

第８ 規則第３条第２項の規定により申請書に添付しなければならない書類は，次のとおりとする。

(1) 理由書（保護者負担の軽減策を含め，具体的に記載すること。）

(2) 事業計画書

(3) 収支予算書（学校法人会計基準（昭和46年文部省令第18号）による収支予算書及びこれに附属す

る収支内訳表とする。）

(4) その他知事が定める書類

（交付の条件）

第９ 事業計画の内容の変更又は人件費，教育研究経費及び管理経費若しくは設備費の配分の変更をし

ようとするときは，変更後の内容について，別記様式第２号により知事の承認を受けなければならな

い。

（実績報告）

第１０ 規則第１２条第１項の規定による補助事業実績報告書（以下「報告書」という。）の様式は，

別記様式第３号によるものとし，その提出部数は１部とする。



第１１ 規則第１２条第１項の規定により報告書に添付しなければならない書類は，次のとおりとする。

（１）事業実績書

（２）支出計算書

（３）補助事業により取得した財産で，１個又は１組の取得価額が10万円以上の設備については，契

約書及び領収書の写し。

（４）その他知事が定める書類

（運営費補助金の交付方法）

第１２ 運営費補助金は，規則第13条に規定する補助金の額の確定後に交付するものとする。ただし，

知事は補助事業遂行上必要があると認めるときは，規則第15条ただし書の規定により，概算払により

交付することがある。

２ 概算払で交付を受けようとする者は，別記様式第４号による運営費補助金概算払請求書を知事に提

出しなければならない。

（決定の取消等）

第１３ 知事は，規則第１６条第１項の規定により，運営費補助金の交付の決定を受けた者が第６の各

号のいずれかに該当するときは，交付決定の全部又は一部を取り消すことがある。

２ 前項の規定は，補助事業について交付すべき運営費補助金の額の確定があった後においても適用す

ることがある。

（運営費補助金の返還）

第１４ 知事は，運営費補助金の交付を取り消した場合において，補助事業の当該取消しに係る部分に

関し，既に運営費補助金が交付されているときは，規則第１７条第１項の規定により，期限を定めて，

その返還を命ずるものとする。

２ 知事は，運営費補助金の額を確定した場合において，既にその額を超える運営費補助金が交付され

ているときは，期限を定めて，その返還を命ずるものとする。

（処分の制限を受ける財産）

第１５ 規則第２１条第２号の規定により処分の制限を受ける財産は，１個又は１組の取得価額が50万

円以上のものとする。

（処分の制限を受ける期間）

第１６ 規則第21条ただし書の規定により処分の制限を受ける期間は，減価償却資産の耐用年数等に関

す る省令（昭和40年大蔵省令第15号）に定める耐用年数に相当する期間とする。

附 則

１ この要綱は，昭和５７年１１月６日から施行し，昭和５７年度予算に係る補助金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該補助金に係る予算が成立した場合に，当該補助金

にも適用する。

附 則

この要綱は，昭和６１年５月３１日から施行し，この要綱による改正後の私立学校運営費補助金交付



要綱の規定は，昭和６１年度予算に係る補助金から適用する。

附 則

この要綱は，平成２年３月１日から施行し，この要綱による改正後の私立学校運営費補助金交付要綱

の規定は，平成元年度予算に係る補助金から適用する。

附 則

この要綱は，平成４年３月２日から施行し，この要綱による改正後の私立学校運営費補助金交付要綱

の規定は，平成３年度予算に係る補助金から適用する。

附 則

この要綱は，平成７年３月１日から施行し，この要綱による改正後の私立学校運営費補助金交付要綱

の規定は，平成６年度予算に係る補助金から適用する。

附 則

１ この要綱は，平成１１年２月１日から施行し，平成１０年度予算に係る補助金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該補助金に係る予算が成立した場合に，当該補助金

にも適用する。

附 則

この要綱は，平成１２年８月３１日から施行し，平成１２年度予算に係る補助金から適用する。

附 則

この要綱は，平成１３年９月１９日から施行し，平成１３年度予算に係る補助金から適用する。

附 則

１ この要綱は，平成１５年３月１２日から施行し，平成１４年度予算に係る補助金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該補助金に係る予算が成立した場合に，当該補助金

にも適用する。

附 則

１ この要綱は，平成１５年７月１日から施行し，平成１５年度予算に係る補助金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該補助金に係る予算が成立した場合に，当該補助金

にも適用するものとする。

附 則

１ この要綱は，平成１９年７月１７日から施行し，平成１９年度予算に係る運営費補助金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，運営費補助金に係る予算が成立した場合に，当該運営

費補助金にも適用するものとする。

附 則

１ この要綱は，平成１９年１１月２１日から施行し，平成19年度予算に係る運営費補助金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，運営費補助金に係る予算が成立した場合に，当該運営

費補助金にも適用するものとする。

附 則

１ この要綱は，平成２０年７月７日から施行し，平成20年度予算に係る運営費補助金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，運営費補助金に係る予算が成立した場合に，当該運営

費補助金にも適用するものとする。

附 則

１ この要綱は，平成２１年６月２日から施行し，平成21年度予算に係る運営費補助金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，運営費補助金に係る予算が成立した場合に，当該運営



費補助金にも適用するものとする。

附 則

１ この要綱は，平成２４年３月８日から施行し，平成23年度予算に係る運営費補助金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，運営費補助金に係る予算が成立した場合に，当該運営

費補助金にも適用するものとする。

附 則

１ この要綱は，平成２４年３月３０日から施行し，平成23年度予算に係る運営費補助金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，運営費補助金に係る予算が成立した場合に，当該運営

費補助金にも適用するものとする。

附 則

１ この要綱は，平成２７年７月２２日から施行し，この要綱による改正後の私立学校運営費補助金交

付要綱の規定は，平成27年度予算に係る運営費補助金に適用する。

２ この要綱による改正後の私立学校運営費補助金交付要綱の規定は，次年度以降の各年度において，

運営費補助金に係る予算が成立した場合に，当該運営費補助金にも適用するものとする。





別 表

学校種別補助金算定基準

学校種別 区 分 算 定 内 容

高等学校 一般運営費 １次補正 ２次補正

(広域通信制課程を除く) 補助 教職員数割 入学時一次納付金補正

生徒数割 入学時納付金補正

学級数割 月額経常納付金補正

均等割 学級編成補正

・補正項目 役員報酬減額補正

(1) 基本割 社会事情等による特別補正

(2) 生徒納付金による補正 その他知事が必要と認める補正

(3) 教育研究経費等による補正

(4) 財務状況による補正

(5) 教員数による補正

(6) 収容定員による補正

(7) その他知事が必要と認める補正

特別補助 財務状況の改善推進補助割

中等教育学校 生徒数割

中学校 生徒数割，４０人学級編成推進補助割

小学校 生徒数割

幼稚園等 園児数割

・補正項目

(1) 均等割

(2) 園児納付金による補正

(3) 教育研究経費等による補正

(4) 教員数による補正

(5) 収容定員による補正

(6) 学級数による補正

(7) その他知事が必要と認める補正

特別補助 一種免許状の保有促進補助割


